
学の知財セミナーでの研修など）によって比較

法的な観点を養うなどの機会が用意されてい

る。これらに加えて，平成16年度から始まった

のが，知的財産権専門研修である。この研修制

度には，①短期のものと，②長期のものがあり，

平成16年度については，①が，独立行政法人理

化学研究所に２週間派遣される研修，②が，東

京理科大学専門職大学院総合科学技術経営研究

科に約３か月派遣される研修であった。

東京理科大学専門職大学院総合科学技術経営

研究科というのは，東京理科大学が平成16年４

月に開講した大学院で，一言でいえば，技術者

のためのビジネススクールであると考えている

（異論もあると思われるが，個人的な認識であ

るのでご了承いただきたい。）。MOT大学院と

略称されていて，１年コースあるいは２年コー

スを修了すると技術経営修士号が授与される。

MOTというのは，Management of Technology

の頭文字をとったもので，アメリカのマサチュ

ーセッツ工科大学に設けられていたコースが始

まりのようである。最近，日本でもいくつかの

大学でこの種の講座が設置されている。技術力

に優れていると評価されながら国際競争力の点

で見劣りすると言われる日本企業を立て直すに

は，技術と経営を結びつけることができる，経

営の分かる技術者を育てる必要があるとの認識

3 ．東京理科大学専門職大学院総合科
学技術経営研究科
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随　　想

＊ 東京地方裁判所判事　Maki YAMADA

山 田 真 紀＊

東京地方裁判所民事部において，知的財産権

に関する訴訟を専門的に扱う知的財産権部（以

下「知財部」という。）は，現在，29部，40部，

46部，47部の４か部設けられている。平成17年

度は，裁判官17人が在籍し，その他に，特許庁

での審判官等の経験者や弁理士の方で，いずれ

も技術的な分野の専門家であり，知的財産に関

する調査などを行う裁判所調査官も７人所属し

ている。

知財部に配属された裁判官，とりわけ，知財

訴訟の経験も数えるほどで，技術的な知識に必

ずしも明るくない者にとって，知財部での生活

は，様々な未知の世界の扉を開ける毎日である。

平成16年４月の異動で民事第29部に配属された

私も，まさにそのような日々を送っていた。

そういった状況で，平成16年11月，また別の

未知の世界に突入する事態が生じた。「知的財

産権専門研修（長期）」という聞き慣れない名称

の研修である。

知財部に配属される裁判官は，日々の事件処

理を通して知財訴訟や技術に関する知識を習得

していくわけであるが，こういった日常的な仕

事において研さんを積むほかに，自主的な勉強

会や裁判所外の研究会等への参加などを通じて

見識を深めたり，海外での研修（マックスプラ

ンク知的財産研究所やアメリカのワシントン大

2 ．知財部裁判官の研修制度

1 ．はじめに

知的財産権部は未知の世界への入口
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が背景にある。

東京理科大では，平日昼間と土曜日のカリキ

ュラムを１年間で履修する１年コースと，平日

夜間と土曜日のカリキュラムを２年間で履修す

る２年コースを設けている。いずれも，１年間

を４つの学期に分け，それぞれの学期で授業は

完結する。土曜日の午後は，外部講師による講

演や，グループあるいは個人の研究の時間とな

っている。授業科目としては，経営戦略やマー

ケティング，財務会計といったビジネススクー

ル的な科目のほか，情報技術，医療技術，ナノ

テクノロジー，知的財産法などの科目も用意さ

れている。学生の平均年齢は30代半ばといった

ところであろうか。企業から派遣されている者

はごくわずかで，大部分は，自ら学費を負担し

て通っている。ほとんどの学生は，企業に勤務

しており，入社後10年程度経過して一通りの仕

事を経験した段階で，より広い視野を得る，会

社全体の業務を見通すことができるようなスキ

ルを得ることによって，ステップアップを図り

たい，会社に貢献したい，あるいは，近い将来

起業するためのノウハウ・人脈作りをしたい，

といった様々な思いから受講しているようであ

る。

東京理科大MOT大学院は，大学の本部があ

る神楽坂キャンパス内ではなく，飯田橋駅に近

いビルのワンフロアに設けられている。事務室

と，専任教授の研究室，学生のためのゼミ室や

教室があり，授業は，その他のビルの部屋など

も使用して行われている。

平成16年度に私が受けた研修は，このMOT

大学院の第４学期に特別研修員として参加し，

授業を聴講し，研究指導を受けるというもので

あった。専任教授の研究室の並びに研修員控え

室を設けていただき，パソコンなどの貸与も受

けることとなった。

4 ．研修の内容

研修１か月ほど前になって，ようやく，MOT

大学院がどのようなところであるか，おおよそ

理解することができた。当初は，いったいどの

ような研修を行うのか見当もつかなかったが，

東京理科大での研修を受けると言うと必ずとい

っていいほど聞かれた「白衣を着て実験とかす

るの？」という質問にも，自信をもって（？）

違うと答えられるようになった。しかし，問題

は，そこに行って，知財部裁判官として何を得

ることができるのかである。技術を評価する視

点を得るという一応の目標を立てたものの，具

体的なイメージがつかめないまま，東京理科大

MOT大学院での研修は始まった。

授業は，火曜日を除く平日夜間（午後６時30

分から午後９時40分まで）のものと，土曜日の

午前中から午後にかけてのものを聴講した。

「ベンチャー・起業家論」，「技術と社会」，「技

術評価論」，「新産業創出論」，そして「知的財

産戦略」である。「知的財産戦略」に現在の職

務との親和性を感じたほかは，法律科目が懐か

しく思えるような，「未知」の雰囲気満載であ

る。さらに，他の学期に行われた授業について

も，希望したところ，６人の先生の特別講義を

受けることができた。土曜日の午後に開かれた

外部講師による講演では，「楽しく，大きく，

インパクトのある研究をする」「技術の構造と

イノベーション」「我が国におけるベンチャー

の課題と展望」「ダメな買収，幸せな買収」と

いった内容で，これらも，裁判所ではなかなか

接することができない世界の話であった。その

他，指導してくださった教授のご配慮で，企業

の研究所等を訪問するプログラムが設けられ，

５社の研究所等を見学し，研究開発内容や知財

戦略についての説明を受ける機会を得た。それ

ぞれの研究所で，研究開発を担当されている研

究者・技術者の方から説明を受け，実際の研究

現場を見学することによって，多少なりとも，

地道な研究開発の積重ねの持つ重みが実感でき
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たように思う。それぞれの研究所が，所属する

企業の雰囲気（企業風土ともいえるかもしれな

い。）を持っているように感じられたのも印象

的であった。

結局，月曜日から金曜日まで，朝９時ころに

研究室に行き，夜10時過ぎに帰宅し，土曜日も

ほとんど１日大学で過ごすというスケジュール

であった。研究所の訪問の際は，１日もしくは

半日をそれに費やし，その後授業に出ることと

なった。しかも，多数の文献（ビジネス書や経

営に関する書籍で，今まで縁がなかったもの）

や資料を読む，それなりにハードな毎日で（も

っとも，この間の仕事は免除されていたので，

これで「ハード」などというとお叱りを受けそ

うであるが。），あっという間に研修期間が経過

した。そして，振り返って考えると，実に贅沢

な，充実した研修であった。

果たして，研修の目標は達成されたのかとい

う点であるが，その結論を出せる段階ではない，

というのが正直なところである。何か即効性の

ある結果を生じさせるものではなく，視野を広

げ，裁判官としての見識を高める材料を提供す

るという性質の研修なのではないかと感じてい

る。ただ，実際の企業の例を取り上げたケー

ス・スタディや，企業勤務経験のある教授陣の

体験に裏付けられた話，研究所での研究開発現

場の見学等から，企業の活力（想像力，スピー

ド感，柔軟性，組織力）を垣間見ることができ，

経営とはどういうものなのかを考える機会を与

えてもらい，技術が製品となって利益を生み出

すまでの組織の力の大きさを実感することがで

きた，と思う。そして，それは，技術を評価す

る視点と言うかどうかは別にして，知財訴訟の

理解に「臨場感」を与えてくれるのではないか，

という思いを抱いている。さらに，何よりも，

教授陣の熱意と学生の意欲に圧倒され，刺激を

受け，自らの仕事に対する姿勢を見直す契機と

なったことが何よりの成果であったと思ってい

る。

以上が，知財部で遭遇する未知の世界の一例

としての研修の紹介である。知財部に所属する

者として，このような研修を経て，また，日々

の研さんを積み重ねていくことによって，「未

知」の世界をできるだけ「既知」のものにでき

るよう，少なくとも，自己喪失感に陥るような

ことがないようにしていきたいと感じている。

（原稿受領日　2005年７月12日）

5 ．さいごに
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